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企業経営上のあらゆる法的トラブルや法的紛争など法的危険（legalrisk）
の発生は，企業経営上の政策決定（意思決定）において経営判断と法律判断
の分離処理つまり，経営と法律の一体化（同時化）を無視または軽視すると
（１）
ころにあるといえよう。この経営と法律の一体化|土，私がかねてより主張し
てきた予防法学としての経営法学の基本理念を基礎とするリーガルリスク.
（２）
マネージメント（legalriskmanagement;Ｌ・ＲＭ）からの当然の帰結である。
およそ企業の政策決定において，経営判断（businessjudgment）を法律判断
(legaljudgment)に優先し，経営と法律を分離化するとぎ法的危険の回避は
不可能である。企業経営の意思決定における経営を重視する傾向は，明治期
に主としてヨーロッパ先進諸国よりわが国に移入された近代法に影響すると
ころが大きいといえる。高梨公之教授が，その論文「経済法学の誕生とその
（３）
意味」の中て，論じられているよう|こ，これら近代法は，空i時の為政者が，
わが国を形式的に近代国家へと変革し，進歩させるために制定されたもので
あって，当時の社会・経済状態をはるかに超越した進歩的立法であったとい
２われる。その近代法とは，法はどのようなものであるかを検討し，認識しよ
うという解釈法学であり，今日の法学教育も，この解釈法学が重視されてい
ることは否定できないてあろう。解釈法学は，多くが法を解釈し，法を運用
する側としての立場からその研究が進められてきたところであり，裁判法学
といわれるゆえんである。
企業経営上の政策決定において，経営判断と法律判断を一体化して両者を
同時処理するという経営と法律の一体化思想が企業に確立するならば企業経
営上のほとんどの法的危険は回避できるのである。これを予防法学といい，
予防法学を基本理念とする企業法務を予防法務ということができる。本小論
では，私が実態調査をした我が国のいわゆるビックピジネスの法規部の実態
（４）
の分析をも踏まえながら，経営と法律の一体ｲﾋを志向するリーガノレリスク．
（５）
マネージメントのあり方}こ関する私見の一端を説くものである。
(1)企業経営の政策決定における経営と法律の一体化を無視または軽視したことに
よる法的危険（legalrisk）の具体的なケースは，日常茶飯事のように発生してい
るとみられる。今，企業経営者に衝撃を与えているいわゆるＮ証券損失補填代表
訴訟事件は，その一例である。すなわち，Ｎ証券が行った大口顧客への損失補填
に対して，株主二人が当時の社長および常務取締役以上の取締役等16名に総額
470億円について，会社に返還するよう求めている訴訟である。
同事件は，第一審の東京地裁では，株主代表訴訟は財産上の訴えであり，請求
額がそのまま訴額となる，と判断し，470億円に対応する手数料として約２億３
千万円の手数料を納めるように命じたが，原告側はこれに応じなかったため訴が
却下されたが，原告は東京高裁に控訴した。平成５年３月30日の東京高裁の判決
では，「株主代表訴訟で納付すべき手数料は，8,200円て､足りると判示し，第一審
判決を取消し，審理を東京地裁に差し戻している。仮に，原告側が勝訴したとす
れば被告である経営陣は一人当たり約30億円を超える賠償金を支払わなければな
らない。この事件は，Ｎ証券に，私が主張している経営と法律の一体化思考があ
れば未然に回避できたであろう。
(2)拙稿「リーガルリスク・マネージメントとしての経営法学」比較法制研究10号
１頁以下（1987年)。同『新版現代の経営法学」第２版417頁(1991年)。同『社会
法規部機能論」（近刊)。
(3)経営法学ジャーナル10号65頁（1971年)。
(4)私はすてに，わが国におけるいわゆるビッグピジネス等のうち約70社の法規部
の実態調査を行ってきた。そのうち，「鹿島建設｣，「三共｣，「日本興業銀行」と
「ＮＨＫ」についての実態は拙著『会社法規部入門』126頁以下（1968年)，「伊藤
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忠商事｣，「石川島播磨｣，「四国電力」の実態については拙著「会社法規部』１６１
頁以下（1978年)，「味の素｣，「鹿島建設｣，「武田薬品工業｣，「トヨタ自動車｣，
「日本ＩＢＭ｣，「野村証券｣，「藤沢薬品工業｣，「松下電器産業｣，「三井物産｣，
「三菱商事｣，「三菱電器」拙著『会社法規部の研究』133頁以下（1988年）等で述
べている。
(5)本稿は，拙稿「リーガルリスク・マネージメントとしての経営法学」比較法制
研究10号（１頁以下）および同「会社法規部の役割」国士舘法学22号（1頁以
下）の続編的役割を果たすものである。
Ｈ本論
（１）
１経営法学（businesslaw）｜土，若干の異論もあろうが，アメリカにお
いて誕生し，アメリカで発展した科学といえよう。アメリカにおける経営法
（２）
学の研究の歴史には久しきものがあり，経営法学に関する文献も数多し､。こ
れに対し，わが国における経営法学の研究はようやく四半世紀の歳月を経る
（３）
|こ至っているが，経営法学に関する文献はいまだに少ない。この過去四半世
紀における文献を通じて経営法学の定義化をめぐる見解を分析すると概ね，
消極説，法律説と理念説に分類することができることについて，すでに小論
（４）
で発表してきたところであり，わが国における経営法学の誕生の背景につし、
（５）
ても既Ｉこ発表してきたところである。
経営法学の定義化をめぐる私見は，経営法学とは，企業経営の意思決定か
ら法的危険を回避する法則を分析する科学である，と解し，独立した対象と
方法を有する科学としての経営法学を否定する見解であるところの否定説を
否定し，経営に関する法律一般（またはその総称）であるとする見解である
法律説よりさらに一歩前進し，独立した科学として，その指導理念の確立を
志向し，経営法学を科学としての独自的，統一的に把握しようとする見解て
ある。経営法学の定義化をめぐるこのような見解を理念説と称している。
私見は，経営法学のその対象と方法を独自的，かつ統一的に把握し，その
対象は企業であるが，企業そのものではなく，動的な企業経営である。その
（６）
方法として経営法学の特異性を主張してし､るところである。すなわち，それ
は，法的危険の予見性，法的危険の予防性（予防法学性)，学際性および実
４用法学性であり，法的危険の予見性と法的危険の予防性の両者を有機的に融
合させて法的危険の回避といえる。理念説における経営法学の指導理念は法
的危険の回避である。理念説は，その説くところ若干のニューアンスの相違
（７）
が見られるカミ，その根底に流れる共通理念は，法的危険の回避にあると解せ
られる。企業経営の意思決定において，このような法的危険を回避すること
が，リーガルリスク・マネージメントであり，これを企業内で実践化するの
がいわゆる完全なる会社法規部である。企業における法的危険の具体的な発
生は，これらの企業には企業内組織としての会社法規部が設営されていても，
その組織が完全なる会社法規部の実体を有しないといえる。完全なる会社法
（８）
規部には四つの特質があげられることについてはBlI稿で述べた。
会社法規部が設置されていても法的危険が発生するのは，その法規部が右
にあげた完全なる法規部の特質を具備しない不完全な法規部にあるといえよ
う。数年来の金融・証券不祥事に対して損失補填防止のための厳格な規制を
（９）
急務とすることが論じられているが，それと同時にリーガノレリスク・マネー
ジメントの確立のために完全なる会社法規部の設置が不可欠の条件と見られ
(10）
る。これら証券会社の法規部は，法規部という形態あっても，その実態|ま，
いまだ完全なる会社法規部のシステムが形成されていないとみられる。
２会社法規部は，その機能的な側面からみると，サービス・スタッフ型
(servicestaffdivision)，スペシャリスト型（specialistdivision）およびゼネ
（１１）
ラノレスタッフ型（generalstaffdivision）に分類することができる。この分類
は，会社法規部形成発展過程にみる形態といえる。経営と法律の一体化を志
向するリーガルリスク・マネージメントが実現可能になるのは少なくともス
ペシャリスト型法規部といえる。サービス・スタッフ型法規部は，経営判断
を法律判断に優先するという関係にあり，“法は裁判法学，,という理念に重
点をおくという基本的な認識に立脚しており，そのような法規部には法的危
険が発生してからの事後処理的機能しか期待できない。主として法を予防法
学に重点をおくという認識に立つスペシャリスト型法規部は，経営と法律と
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の係わりあいにおいて経営判断と法律判断の同時処理つまり一体化の実現が
可能となる。法を，戦略法学に重点をおくという認識に立つゼネラル・スタ
ッフ型法規部は，経営と法律の係わりあいは，法律判断と経営判断の一体化
を超越して法律判断が経営判断に優先している。和光研究所の調査によると，
東京証券取引所に上場している企業で，1992年中に社長が交代したのは224
社にのぼった。役員改選の多い年ではあったが，バブル経済の崩壊に伴う業
績悪化や不祥事の発生や失敗の責任をとっての急な社長退陣が多かったとみ
（12）
られる。世上，伝えられているトップ゜・マネージメントの交替虜Ｉを演じるほ
（13）
どの事件を弓|ぎ起こすケースは，政策決定における経営と法律の一体化が確
立していない証拠ともいえる。企業経営における経営と法律の一体化の確立
に不可欠な前提条件は，“企業は誰のものか，，という経営者の基本理念の確
立にある。企業の所有と経営が分離している近代的な株式会社においては，
会社の法的所有者は株主である。株主が経営者としての取締役等を株主総会
で選任し，選任された取締役は会社（株主）のために善良な管理者の注意を
もって，その業務を遂行する義務（注意義務）のほか，法令および定款の定
めならびに株主総会の決議を遵守し，会社のためにその職務を遂行する義務
(忠実義務）を負っている。
株式会社の経営者に要求される基本理念は，その企業の存在目的である
"公正な取引によって適正な利潤を追求”し，それを会社（株主）に公平に
還元することにある。経営者にこのような基本的理念が確立し，経営と法律
の一体化による客観的な政策決定が行われていたならば世上伝えられている
ような事件は社長・会長等トップ・マネージメントの退任・解任は避けられ
たとみられる。かつて，ある雑誌の巻頭言に「｢大きな法的・社会的問題を
起こした企業は，法務部がなかったところが多い。リクルートも，法務部が
あったらこんな問題は起きなかったのではないか」という趣旨の事が書かれ
ていたが……」このような主張は問題である，という趣旨の事が述べられて
いた。いわゆるビッグビジネスの法務部長からの反論であり，続いて「問題
は，法務部の存否にあるのではなく，高度な企業戦略に関する意思決定がお
６そら<法務部（法務担当者）が関知しないところでなされていたのではない
（14）
かとし、うことである」と述べられている。しかし，高度な企業戦略に関する
意思決定が法務部が関知されないところでなされていたというのであれば，
そのような法規部は外形はスペシャリスト型法規部て､あっても，その実態は
経営判断を法律判断に優先するサービス・スタッフ型法規部であるといえる。
このような反論は，経営者としての基本的理念の確立を欠き経営と法律を一
体化して意思決定を行う“完全なる会社法規部，，についての認識不足か誤解
によるものと思われる。また，このような不完全な会社法規部は，そのトッ
プ・マネージメントに，完全なる会社法規部に対する認識と哲学が欠如して
いることを物語っている。法規部が完全な法規部として機能しておれば，た
とえ高度な企業戦略に関する意思決定でも，経営と法律が一体化し，そのよ
うな意思決定も法規部が関知し，それに対し情報を選択し，分析して的確な
る助言をなし得られるからである。なぜ，完全な会社法規部なら経営と法律
が一体化し，企業経営上の法的危険が回避でき，不完全なる会社法規部では
経営と法律が一体化できないのか，また経営と法律の一体化の阻害要因はど
こにあるのか。この問題については，わが国における従来の法学教育，法曹
教育，権利意識の低下，企業経営者等の遵法精神の欠如などの諸要因があげ
（15）
られる。詳しくはBll稿に譲る。ここではその一つの背景としてあげられる日
本型法規部の人的構成による特殊性に係わる法規部員の身分の不安定性と，
人的構成による専門化の限界と法律専門家としての教育の不徹底の問題点を
あげておく。
アメリカ型会社法規部は，すでに述べたごとくこの法律専門家は純法律家
であるいわゆる社内弁護士（insidecounsel）を中心とした人的構成を前提と
（１６）
してし､る。これに対して日本型会社法規部は企業ジュリストなど準法律家等
による法務担当者を中心とした人的構成を前提としている，と言えよう。日
本型会社法規部では，本質において自由業である社内弁護士でない法規部員
では，その地位の独立性は保障されておらずトップマネージメントの企業経
営における主観的な政策決定について，事実上「ノー」とはいいにくい側面
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（17）
がある。高石義一弁護士な'「ジュリスト」Ｉこ発表された論説「危機に堪え
る法務を」の中て，トップマネージメントの違法な経営判断に対しては，退
社さえ覚,悟して俗にいう辞表を内ポケットに忍ばせてても反対すべきだと主
（18）
張されている。弁護士の資格を有しなし､会社法規部の企業ジュリストは，
"辞表を内ポケットに忍ばせる”ことまでしてトップマネージメントに対し
て「ノー」とはいいにくいのが人情であり，通常である。ここに，本質にお
（19）
いて自由業である純法律家と準法律家が相違する,点である。
次に，純法律家たる弁護士を人的構成要素としない不完全なる法規部が経
営と法律の一体化を阻むもう一つの問題は，企業ジュリスト等の準法律家に
（20）
専門化の限界と法律専門家としての教育の不徹底などがあげられてし､る。こ
の点について高石論文「法務問題の現在と将来」おいて次のように述べられ
ている。すなわち，専門化の限界の問題として原則として「日本企業の人事
政策の大勢はゼネラリスト育成の志向性をもち，一つの部課に，同一社員を
何時までも定住させることをしない。また，専門職に対する特別の昇進経路
（21）
と給与体系を設けていなし､」ことが法務専門家は育ち難い，という。完全な
る会社法規部は，法規専門家の集団である，と特徴づける場合，わが国にお
ける会社法規部員には法律専門家としての教育を受けているかが問題となる。
この点について，高石弁護士は，前掲の論文で「企業法務部門を法律の専門
家集団として特徴づける以上，企業法務マンは，法曹と同様の訓練を受け，
同レベルの力を持つことが望ましい。……法曹が事件や判例を分析・検討す
（22）
るような法技術習得のための訓練は積んでいない場合が多し､」と述べられて
いる。同論文にも指摘されているように，実体法の訴訟法的観点からの法務
の処理は，将来における法的危険の予防に機能し，経営と法律の一体化の確
立に役立つものである。
このように検討してくると，わが国の企業における会社法規部の理想像と
（23）
しては，折衷型会社法規部の形成にあるとし､える。すなわち，経営と法律を
一体化し，あらゆる法的危険を回避するための法規部署の形成は，スタッフ
のすべてが社内弁護士というアメリカ型会社法規部と，準法律家のみから構
８
（24）
成される日本型法規部の中間1こあって，アメリカ型法規部へ志向する折衷型
会社法規部が，わが国の企業における会社法規部のあるべき姿といえよう。
折衷的会社法規部はゼネラル・スタッフ型法規部であり，トップ・マネージ
メントに直結するという位置づけにありながら人的組織が純法律家と準法律
家より構成され，法規部員の地位の独立が日本型法規部より保障され,トッ
プ｡、マネージメントの違法な経営判断に対して「ノー」といえる環境が形成
されうるのである。わが国における株式会社の中で，商法特例法にいう大会
社は約8,000社存在するといわれるが，その中において，会社法規部形成発
展過程における第二期法規部時代（1974年～1980年）において法規部を設置
（25）
した企業が目立ってし､るが，その実態は，ごく一部の例外があるものの，そ
のほとんどは不完全な会社法規部といえる。社内弁護士８名を人的構成とす
る日本アイ．ピー．エムは，わが国の企業としては別格であるが，外資系企
業の特殊性もあり，折衷的会社法規部というよりアメリカ型会社法規部とい
えるが，わが国の企業が折衷的会社法規部を創設しだしたのは，第三期法規
（26）
部時代（1981年以降）であるとし､える。しかし，諸般の事'肩で社内弁護士を
人的構成要素とせず，特定の社外弁護士を社内弁護士を擁すると同一のよう
に活用している企業も目立ち出している。このような企業は潜在的には折衷
的会社法規部といえる場合もあり，リーガルリスク・マネージメントの確立
のためにこのような形態も含めて今後の傾向としては，二一世紀を目指して
（27）
着実に折衷的会社法規部の形成が増えるとし､えよう。
(1)吉田龍夫「経営法学の意義について」福岡大学論叢18巻４号334頁1974年，吉
永栄助「経営法学」〈経営学全集39巻〉６頁以下（1979年)。
(2)ＬｏｕｉｓＯ,BerchThomesConygtion,BnsmcssLauﾉ(1920),RobertN,Corley,Ｐｅｔｅｒ
Ｊ・She｡｡,ＥｒｉｃＭ,Holmes,Ｐ７ｍｃｉＰｌｃｓｏ／BusinessLau｣(1986)else．
(3)わが国における過去四半世紀における経営法学の研究文献については大矢「新
版現代の経営法学」（第二版）２頁以下参照（1991年)。
(4)拙稿「リーガルリスク・マネージメントとしての経営法学」比較法制研究第１０
号２頁以下11987)。
(5)拙稿「経営法学小論」国士舘法学11号27頁以下（1979年)。
(6)兼子一「経営法学への招待」営々法学ジャーナル１号１頁，染野義信｢経営法
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学的人間像一経営法学のすすめ」経営法学ジャーナル13号37頁以下（1966年)，
石井照久「経営』〈経営法学全集１巻〉はしがき３頁(1969年)，清水千尋「経営
法学の特色」「企業と法』所収30頁以下(1984年)，出川一雄『企業法務の構造と
展開」370頁（1986年)，拙著「現代経営法学入門」３頁以下（1966年)，同『新
版現代の経営法学』５０頁以下（1992年)。
(7)拙著『前掲」５１頁以下，拙稿「社内弁護士小論」比較法制研究15号５頁以下。
(8)前掲注（７）の拙著321頁以下。
(9)神崎克郎「損失補てんの法規制を」日本経済新聞平成３年７月17日付朝刊（東
京本社版)。
('0）証券大手四社では，野村証券，日興証券，大和証券には法務部と称する法規部
が存在し，山一証券にはその存在がみられないようである（ダイヤモンド社「会
社職員録』（全上場会社版．1991年版による)。
('1）会社法規部の各種形態と分類については拙稿「会社法規部の役割」国士舘法学
２２号１頁以下（1991年)。
(12）「朝日」1992年12月31日付。「退任社長30人の「辞めた』理由」フォーブス（日
本版）９月号20頁以下（1993)。
('3）法規部または法規部署が不完全なためにリーガルリスク・マネージメントに失
敗し辞任，解任された企業経営者の一部を次に示す（拙著『企業法務の常識」
280頁以下)。
〔リーガルリスク・マネージメントの失敗により辞任・解任されたとみられるケース〕
＋,）ｌ県広
圧供与-禁止連｣又て゛辞ｆ
塁仕（５１上取伝厘灰
8８
88.7
8.3
日本経済新聞社
タテホ化学
社長
社長・会長
リクルートコスモス株事件で辞任
財テクの失敗て･辞任
年月 企業名 辞任・解任者 辞任・解任の原因
92.10 イトーヨーカ堂 社長 利益 与 違反で 任
92.7 産経新聞 会長 企業の私物化で解任
92.6 山種証券 相談役 ｢飛ばし」で退任 証取法違反）
92.5 京樽 社長 子会社の財テクの失敗
92.4 山一証券 社長 赤字で辞任
92.6 シキポウ 社長 スキ ヤ ンダル
92.3
92.3
蝶理
大和証券
社長
社長
財テクの失敗で辞任
｢飛ばし」で辞任（証取法違反）
92.1 ヤマハ 社長 労組の退陣要求で辞任（公私混同）
9１．１ ＴＢＳ 社長 損失補てんで辞任
１
１
１
●
●
■
１
１
１
９
９
９
富士銀行
東海銀行
協和埼玉銀行
会長
副社長
常務
架空預金事件で辞任
架空預金事件で辞任
架空預金事件で辞任
７
６
●
■
１
１
９
９ 東京佐ﾉ||急便
野村証券
社長
社長
不透明な融資で解任
不透明な融資で辞任
91.6
91.1
日興証券
イトマン
社長
社長
不透明な融資で辞任
不動産への過大投資で解任
90.5 熊谷組 専務・常務 御徒町での道路陥没事故で辞任
88.7 リクルート 会長 リクルートコスモス株事件で辞任
１０
卸巣厩山の航空機事故て･辞視
蔬菜避止義務違反
※なお，右の「辞任」の中には退任を含む。また，辞任の中には事実上の解任が
ある。
(14）前掲注(１１)参照。
(15）詳しくは，拙稿「経営と法律の一体化論」比較法制研究１７号（1994年刊予定）
(16）拙稿「会社法規部の役割」国士舘法学22号６頁以下。
('7）日本アイ・ビ・エムの前常務取締役で弁護士
(18）ジュリスト857号4５（1986年)，拙稿「社内弁護士小論」１６頁。
(１９）高石弁護士は，右の論説「危機に堪える法務」で次のように述べている。
「企業法務部門も他の部門と同様きれいごとでは済まされない側面がある。あら
ゆる角度から考えても適法な代替案がない案件，いいかえると絶対的に違法性を
ふくんだ法律案件もある。かかる案件が会社全体の主要依頼部門の目的達成等に
関係する重大な法律案件である場合には『ノー」という法律意見を出し，企業ト
ップ部門長を説得することは容易なことではない。仮に「ノー」という意見を出
したとしても，その法律案件が重大であれば，依頼部門の長あるいはトップ・マ
ネージメントでさえ，法務の意見を無視して，問題の計画を実施に移そうとする
かもしれないのである。このような事態に至ったときの最終方向決定は社長がそ
の責任において行うことになるが，そこに至るまでの法務部門－特に法務部門
の良一がどのように行動するかで，その真価は決まって来る。このような重大
な問題に対して「ノー』という意見を出す場合には，徹底した法的検討及び関係
者との論議を尽くした上でなければならないが，それでも法的に支持し得ない場
合には，確固たるポジションを採る勇気と覚｣悟が，常に，法務部門の長にはでき
ていなければならない。その場合，法務部門の長はロ己の将来を犠牲にし，退社
さえ覚悟しなければならないかも知れないのである。……」（ジュリスト857号，
４５頁)。以下同論文を「高石論文」という。
(2o）高石義一「法務問題の現在と将来」判例タイムズ434号24頁（1981年)。
8７．１ 日本ドリーム観光 社長 内紛で解任
87.1 つぼ八 社長 商法の不知？で解任
87.6 国際航業 会長 買い占める仕手グループに協力して
?解任
87.5 東芝 社長・会長 ココム違反事件
87.2 関西電力 代表取締役
名誉会長
内粉？で解任
86.2
85.1
三洋電機
平和相互銀行
社長
社長
石油ファンヒータ事件で辞任
倉'１立者一族の対立二不正融資で辞任
85.1 日本航空 社長 御 鷹 空機事故で 任
85.1
85.4
キッコーマン
大昭和製紙
社長
社長
子会社のマンズワイン事件て･辞任
設備投資の失敗等で解任
8５．４ 松阪屍 社長 内紛で解任
82.9 三越 社長 特別背任で解任
76.3 山崎製パン 社長 競業
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(21）前掲（注）２０
(22）前掲（注）２０
(23）拙稿「社内弁護士小論」比較法制研究15号16頁。
(24）小島武司「成熟期を迎えた企業法務の課題と展望」「会社法務部』別冊ＮＢＬ
１６号６頁以下（1986年)。拙稿「社内弁護士論」のく表ｌ〉参照。
(25）前掲注(24)参照。拙著『会社法務部の研究」131頁以下。
(26）私が主張している折衷的会社法規部または，それに近以している会社法規部を
設置している代表的企業としては「松下電器｣，「トヨタ自動車｣，「三井物産｣，
「ＮＨＫ｣，「神戸製鋼｣，「新日本製鉄」や「住友化学工業」等をあげることがで
きる。
(27）経営法友会等による会社法規部の第六次実態調査（1991年７月実施）の報告
（2,682社に対するアンケート回収547社・回収率20.4％）によると日本の弁護士
資格者のいる会社は，547社中６社７名であった（｢会社法務部一現状と課題」
ＮＢＬ464号60頁（1991年)。なお，朝日新聞の調査によると東京と大阪の４弁護
士会で35人存在している（｢朝日」1991年11月16日付)。
Ⅲ結びにかえて
以上述べてきたように，企業経営上のあらゆる法的危険を回避するための
リーガルリスク・マネージメントの確立は，企業経営上の政策決定（意思決
定）において経営判断と法律判断の同時処理つまり経営と法律の一体化を必
要とする。この経営と法律の一体化を実現するためには，法規部の形態をい
わゆる企業ジュリストなど準法律家のみを人的構成要素とする日本型法規部
では期待不可能であり，少なくとも企業法務を専門とする純法律家である弁
護士を人的構成要素の一部とする折衷型会社法規部でなくして実現不可能と
いえるであろう。
企業経営上の政策決定による経営と法律の一体化への前提条件，その要件
の阻害要因などについては問題点が多く，これらの私見については別著に譲
（１）
りたし､。
（１）拙著『会社法規部機能論」（近刊)。
